
 

Instructions for use

Title 太平洋戦争期における三菱財閥の再編過程 (2)

Author(s) 浜淵, 久志

Citation 北海道大學　經濟學研究, 31(4), 69-111

Issue Date 1982-02

Doc URL http://hdl.handle.net/2115/31567

Type bulletin (article)

File Information 31(4)_P69-111.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/about.en.jsp


経済学研究第31巻 第4号 69 (973) 

太平洋戦争期における三菱財閥の再編過程 (2)
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浜淵久志

三菱財閥の製造業部門は三菱重工業を軸に展開された。 1940年末の同社

の総資産額は 9億 6，900万円に達し，我国の製造業部門では日本製鉄に次い

で第二位の規模にあった。

三菱重工業の前身三菱造船は，郵便汽船三菱会社が工部省長崎造船所を，

1884年 7月に借り受けた事に起源をもっ。我国の造船業は，社内に関連産業

を組み込んだ総合的な機械工業として発展してきたが，同社も蓄積した技術

力をもって社内工場を独立会社に移管分離してきた。 1920年には神戸内燃

機製作所を三菱内燃機製造株式会社 (28年三菱航空機と改称 34年三菱造

船と合併し三菱重工業)に移管し， 21年に電機製品の製作にあたっていた神

戸電機製作所を独立会社三菱電機株式会社として分離した。更に 42年に長
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l崎製鏡所会，饗製鱗株式会社として独立させた奈は既にのベた。

自は，船舶，艦艇，航さ設機，機関車各種取締，mイ

ラー，スチームタ-1:::"ン，発電機，ジーゼノレエンジン，鉄塔鉄骨から

に支で及んだが，子会社関係会社等有価証券への投資も， 41年来で 6，500万

円に議した。満州事変以降の主な投資に， 35年化工機製作所株式会社

菱化工機)， 39年ヂーゼノレ機器株式会社， 41年東洋機械株式会社

機と改称，後三菱重工業が吸収)， 43年三三菱関東州マグネシウム株式会社が

ある。有錨証券投資額は社内に航空櫨，造船をはじめその生産が最も認まれ

た部門を抱えながら，太平洋戦争期に 1議8，300万内も増えた。

太平洋戦争鎮の三菱財簡の製造業における蓄積を三菱議工業に焦点在あて

て検討してみる。製造業の今一万の核である三三菱電機については，今後の諜

としたい。

〔航怨磯部門〕

1945年 6月来の総資産額は 51議 9，600万円に漆し， この 5

年たらずで5.3倍に増大しており，戦時体欝下での懇彩張ぶりがうかがえ

る。太平洋戦争期の食業は，統制の下におかれたが，とりわけ航空機産業は

需重要の全てが陸海軍区に依存しており，金語的に軍の管理下におかれた。

1943年 11月に軍矯袋、が発足したが，それ以前の航空機の生産は，

した予算と資材の範屈で，各々企業に臨接発住するしくみになってい

た。陸海軍は 37年 9月の「軍需工業動員法」に基づく「工場事業場管理令J

の制定以来，軍額品の主主産修理を発設していた工場事業所合順次管理下に置

いた。ここで習う とは，生産命令とその実行を監督することで、あるが，

その内容は陸海笈の補給を最大限に効率化する為に，技術の向上，労務の充

原材料の調達考察に援助を与え，企業問の競争を防札ヱ場の特徴に感じ

て生産分野を決定する事であった。

との競合がなく改めて家管理の必要はなかったが，資材

の毒薬保，労務の充足等に陸海軍による助成がなければ，生産に支障を~たす

ようになり，民関側も管環工場の指定が営業の妨げになるのではないかとい
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う初めの懸念が解消し，軍管理を希望するようになり， 38年 9月以降航空機

産業にも軍管理を適用するに至った。なお「国家総動員法」施行とともに同

名の「工場事業場管理令」に制定がえされた。

陸軍は，管理下にある工場聞の意志疎通と相互協力を促進する為に， 1940 

年5月陸軍兵器工業会を設立した。同会は発足当初大砲，銃器，戦車，光学

通信機，化学，工作機械，軸受の入部会にすぎなかったが，漸次拡大され，

最終的には全ての地上兵器を含む 21部門 2分会を擁し，地方別の横断組織

すら整備するまでになった。

1943年 3月末で軍の管理下にあった工場事業所(表 27)は， 248社 534工

場に及んだ。 これらの企業の公称資本金は 53億円， 従業員数 118万7，000

人， 下請会社は 7，655社に達した。因に 42年度末の全国会社の公称資本金

は 428 億円 (11会社統計表~)， 従業員数が 587 万 3， 000 人 (11工業統計表~)

であったから，陸軍兵器業政本部が担当した軍需動員がいかに大きいもので

あったかが知れよう。

海軍も， 陸軍に対抗して， 12部門にわたる協力会を擁した海軍工業会を

組織した。

このように海陸軍は，軍需品の調達において独自の機構を展開していた。

しかも軍部は兵備等の編成大権も天皇の親裁するところで，施行の責任は軍

部大臣にあり，国の行政の及ぶ範囲ではないと主張し政府の介入を許さなか

った。こうして経済の統制も軍部と政府の二本建という，いわゆる「統帥と

国務の相克」状態にあった。

物資動員計画をはじめ国家諸動員計画には，当然統帥部の関係部員も参与

していたが，国家諸動員計画は政府の責任事項であり，軍の動員に政府が関

与する事を統帥部はしりぞけてきた。国家諸動員計画が，統帥部と政府によ

る大本営連絡会議の決定事項となったのは，やっと 1943年 12月3日の事で

あった。しかし軍部が単独において生産獲得した物資を物動計画に組み入れ

る等の決定事項が守られる事はなかった。

物動計画をはじめ国家諸動員計画は，一貫して軍の要求を最優先として割
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¥業¥種¥別¥¥¥¥¥反¥¥分

航空機工業

戦 車 工 業

自動車工業

銃 砲 工 業

光学機械器具製造業

通 信 機 製 造 業

計器製造業

軸受製造業

工具製造業

工作機械製造業

電気機器製造業

化工機工業

造 船 業

舟 艇 工 業

卒 柄 工 業

j唯 機 械 業

特 殊 吉岡 業

鋳 物 業

鉄鋼製造業

軽合金製造業

合計 20 業種

経済学研究第31巻 第4号

表 27 1942年度陸軍軍需関連会社

資本金(千円) 従業員

公称|払込 社員|労務者

f| 63 765，550 675，741 40，392 295，738 

17 222，000 184，438 3，641 15，371 

34 155，950 123，100 5，702 25，226 

14 29 119，550 111，248 4，659 38，009 

13 29 98，180 79，898 6，236 26，581 

28 151，100 115，030 13，602 35， 769 

9 13 26，350 23，900 1，793 19，297 

10 78，000 66，000 1，940 9，350 

19 73，900 72，275 3，672 18，926 

14 36 139，050 121，340 5，514 31，179 

10 26 533，500 429，300 18，761 96，149 

4 8 19，500 12， 712 1，011 2，385 

7 14 285，000 236，569 12，893 68，656 

4 7 16，800 16，050 751 3，495 

2 3 39，000 39，000 1，082 7，348 

56 95 519，794 463，958 17，711 156，764 

20 56 898，800 633，016 12，283 75，116 

6 15 74，800 66，050 2，014 18，567 

l 6 800，000 575，000 5，898 35，078 

11 26 287，450 229，400 7，276 47，007 

248 534 5，304，264 4，274，025 166，834 1，020，061 

下請

工場数

1，345 

1，174 

508 

435 

495 

471 

342 

110 

114 

732 

449 

75 

129 

62 

165 

566 

137 

269 

87 

50 

7，655 

出典〉防衛庁防衛研修所戦史室『陸軍軍需動員~ (2)実施編(朝雲新聞社， 1970年〉

587頁。

原資料は 1943年 3月31日調陸軍省兵器行政本部調製「昭和 19年度改訂

現勢要覧」

1) 同一会社で複数の業種を経営している場合があり，資本金の集計が重複して

いるおそれが残るが，同表のままである。

当ててきたが，その額は加速度的に増大していった。ただ量が増大するだけ

でなく，軍部は兵備の近代化と称して，現状の生産設備では調達不可能な兵

器を要求してきた。この為にとられた処置が，生産力拡充計画である。これ

に要する資材設備は，合衆国をはじめ「円ブロック」以外の「第三国」の輸

入に依存しており， 日中戦争の軍事的消耗の補填と兵備強化を決定したの

は，輸入力の動向であった。戦略物資の輸入と我国輸出力の大宗である綿製
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品産料。の輸入が競合し，総入力がジリ り欝カの衰i患をまねいた事が日

中戦争期の我鍛経済の殻大の時点となった。

の拡大は覆す事のできぬ路線であり，輸入力に限界がある以上段需

スクラップと箪寵産業への転用が余儀なくされ，この建業構造の急激

な鞍換に伴う歪みは， 1940年壌に一段と顕著なものとなった。加えて内政

のみならず，議畿情勢にたえず動揺し，状況への逃随と既成事実の積み重ね

だけで護きいた外交方針私 日中戦争の解決もままならず第二次該…戸ッパ大

戦の念、展罷没前にして，まったくのそ持寄り状態に陥った。 これは平沼， 陣

部，う校内内灘の短命さがなにより ところである。

外交せとめぐる罷論の分裂な前にして，闘員持組織による政戦一致と， B中

戦争の克護をめがして登場したのが，いわゆる近綴の「新体制運動jであっ

た。しかし統識と冨務の調和，行政の能率化，機会翼賛の確立寄付鳥いながら

も多語勢力の利害を科会する奈が出来ず，結路は軍部の路線、の踏襲と精神動

員に終

新体様連動の…潔として打出された「経済新体制Jのシナ pォは米内内閣

の打倒に力のあった陸軍震の統制派一一党独裁による強力な統制i社会の樹立な

標務ーやこれに連なる新官器購の意向な皮狭していたと考えられるが，

と国力の欝和をいかにして実現させ，箪と行政宏焚く統一的な計画緩済

体制を構築するかという最も緊急で板本的な鰭題は不問にされ，議論は企業

体制と業界毘体の性格とし、う次元に終始 とくに， と経営の分離の

法制化をめぐっては，財界とこれに呼応した「観念右翼Jが奇妙に結びつい

て，新体制は長E母体，アカだという一大キャンベー γを譲仏新体制運動全

体に対する脅威となった。しかし財界は官僚統制に対する弊惑の論をあげて

も， これに'代りうる解決策会示す専務はできなかった。政党政治の終鴻後の官

僚政治は，元来が{隠々の持政技術鹿にすぎない官僚の手になるが訟に，総合

的で長期のヴィジ g ン言ピ火き，統叡Ut:こ対する批判はいたる残で障かれたが，

経済機遣の急激な転換に対処しうる実力を持ちえたのは，結馬行数権力以外

には存在しなかった。行政権力は，議来の金融財政の処理にとどまらず，総
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と物資の醍給，これに伴う転廃業等の種々の諜揺を狙いつつ，総

動員体畿の中核として機醸した。こうして行政権力の統治能力は，戦時体?械

をくぐり抜ける事によって去を礎的に強化されたと替えよう。

行政権力の総動員業務の受け混として， ともかくも成立した業種別 f統制

の機能については，後の造船統制会でふれることにするが，所期の爵策

立案への参加という g擦からは緩遠く，業緩別に設呉はあるものの，割当資

材の配給，謂査機関的地誌にとどまった。業種別には，石炭業のような自治

領域の比較的大きいものから，航空機産業のように結成されなかった部門の

ように議いが存在する。

直接的な兵器議業以外の所ゼト形成された統総会札物資特に工作機械等の

親達能力という点から見れば先の臨海箪工業会の比ではなく，しかも戦局が

悪化し，生産活動が兵器生産一色になると，統制会の存在理由は小さくな

り， とりざたされるに潔っ

加えて政戦一致による統一的な戦争指導体制の磯立が焦震となり，陸海軍

による原材料・施設・労務の争奪が生む動員計慨における摩擦と無駄の排除

は，戦時主産が最も緊喪であった航さき議部門において覆いがたいものとなっ

た。これが 1943年日月の軍需省の設立と， 同年 12月

友生んだ背景で、ある。

された軍需省比企画読・商工省及び陸海軍航空本部の

部門等の機構を統合し，企繭院のもつ動員計画立案，商工省等の各省庁の執

行機及び統制会の記給業務権援な軍需大臣に集中したものであった。これに

伴い，臨寧続空工業会，海箪工業会は解敬して， 44年 1月

局長官を総裁とする航設工業会が設立された。

軍需翁の発足に対lif5，し，繁需会社の非営利の朔様化・生産主筆任制と企業に

対する行政運営の能率化を骨子とする寮議会社法が制定され，第一次指定の

149社，第二次分航空機関連企薬及び鉱山・驚力会社の 424社及び

追加 109社，第次分油脂関係の 6社と合計 688設が以総軍需会社の指定を

うけた。



太平洋戦争期における三菱財務の袴編過程 (2) 浜溺 75 (979) 

ついで盟年の 1月には，航空機以外の軍需品についても率略者による発

生・調達の一党化を提滋ずる為に「発注調整実施要綱jを欝議決定し， 10月

には内鎮の外賂に総理大軍の夜轄機関として総合計雷局が設置されたが，い

づれも成果セあげなかった。

こうした機構整備の試みが失敗に終ったのは，依然として慨露軍が工場の

管理権訟手放さず，軍需省が航空機器汚を狼当するにとどまり，従来通り造

船慈子うは海軍，地上兵器は窪軍p 航空兵器警は詮議室事の統制下にあり，軍部が

物資の大部分を事実上掌握し，詫って家醤省が「工作機工業や化学品製識な

ど一般民議品を処理する致野機関も間然なものとなった」からである。

次に航空機産業の実情と 、で箆てみよう。

諮 1 航~機調途方式

統 苦5

j. ，す厳一一一 宮 .[海悠紙笠綴

出典)Ir現代史資科Jl39巻太平洋戦争5(みすず勢湾， 1975益事)116 J変。
燦資料は UnitedSt泌総 StrategicBombin事Survey，
Aircraft Industry" 
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軍需省設立後の航空機の生産は，図 1のような経路を経てなされた。統帥

部がまず，軍事上必要とする航空戦力を決定し，これを戦備調達の遂行者で

ある陸海軍大臣に送付する。そこで決定された数量を調達する為に，軍需省

が航空機製造業者の生産能力を調査した上で，軍需省、と陸海軍の両航空本部

が各社に命令する数量を決定し，これが軍需省を通じて各社に示された。

航空機の部品のうち，航空機製造者とその下請けによって生産される一般

部品はともかく，特殊部品のうちボルト，ナット， ゴム製品，ノミネ，パッキ

γなどは軍需省の監督下で製造され，製造業者の手で供給されていた。冷却

器，ポンプ，気化器は政府協定品として，部品製造者が製造及び供給命令の

下で生産した。車輪，点火プラグ，機銃，無線機は政府供給品として政府の

手で一括買入れの上，機体メーカーに配給された。

図2 三菱重工業航空機生産組織図

「一一一一1

1軍需省 !

|航空兵器i
I総局l

j ! 
一一一一一一」

!品典)u. S. S. B. S.，“Mitsubishi Heavy lndustries， Ltd"， 1946， p. 12. 
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軍より，航空機の発注をうけた三菱重工業の 1945年初頭の生産は，図2の

ように流れており，エンジン部門と機体部門に分かれていたが，エンジン部

門のうち部品工場(以下軍の呼称に従う)は第十一製作所(名古屋岩塚)， 

第二十二(挙母)，第十二(批把島)， 第十四(京都太秦)， 第二十(広島)

の5製作所であった。鋳造品及び軸受等の生産にあたった第十製作所と，各

種部品を製造した第二十二製作所の製作品は，直接エンジン組立工場に供給

された。しかし，第十二製作所の燃料噴射蜘筒，排気ターピソ，第十四製作

所の排気弁，吸入弁は我国唯一の供給源として設計され，第二十製作所の航

空機用工作機等とともに，軍需省航空兵器総局の命令の下で生産・供給が行

なわれていた。

次にエンジン組立工場のうち第二製作所(山科)は研究部門で試作エンジ

ンの製作にあたり，第十六製作所(大垣)は海軍のハー104(A-18)を， 第

八製作所(京都)は海軍の火星 20型， 第六製作所(静岡)では海軍用の金

星 60型(ハー33-62) と陸軍の金星 50型を，第四製作所(名古屋)が陸軍の

瑞星 10型(ハー31-21)及びハー211(ハ-43-11)の生産を行っていた。 これ

らのエンジンも当然軍需省の生産供給命令をうけ，三菱重工業では製作品を

図3のように，川崎，昭和，九州，愛知，川西，中島の各社に供給してい

た。

図3 三菱重工業発動機の他社供給図

第四製作所ハー31 一一一→屠 竜(川崎航空機工業〉

第六製作所金星 43 ー→零式輸送機(昭和飛行機〉

金星 54ーっー→震 天(九州、l飛行機〉

ト→瑞 雲(愛知航空機〉

」→九九艦爆(愛知航空機〉

金星 62一一一→馨 星(愛知航空機〉

第八製作所火星

火星

火星

22一一一→晴 空(JII西航空機〉

24一一一→九七式飛行艇(JII西航空機〉

25ー「一→銀河一一型(中島飛行機〉

|ー→天山一二型(中島飛行機〉

出典〉図2と同じ。 14頁。

完成したエンジンは，第一製作所(松本)，第九製作所(熊本)，第七製作
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所(水島)，第三製作所(名古屋)，第五製作所(名古屋)，第十一製作所(井

波)の機体工場に供給される。第七及び第三製作所が海軍，第九，第五及び

第十一製作所が陸軍の専用工場であった。

部品のうちプロペラは社外から調達した。第三及び第七製作所は住友金属

工業から，第五，第九，第十一製作所は日本楽器製造から供給を受けた。

エンジンも第三製作所が中島飛行機の栄21，31型を， 第七製作所が同じ

く中島の誉 21型エンジンの供給をうけた。

三菱重工業の航空機製作所の組立ラインの半数以上は，大量生産に適さな

い個別生産のラインを基礎にして展開されていた。第三及び第八製作所は組

織された流れ作業のラインで生産されていたが，第四及び第十六製作所は転

換の途中にあった。第五製作所は最終組立は流れ作業で展開されていたが，

部品及び翼は個別生産制のままであり，第十一製作所では大部分が連続組立

ラインへ転換されつつあったが，第九製作所は個別生産制のままであった。

従って作業員 1名当りの 1カ月の生産量は， 44年9月の成績によると，第

三製作所が 11.70 kg，第五製作所で 10.60kg程で，北米合衆国の開戦前の

1カ月 30kgに比べると生産性はかなり劣った。しかも三菱重工業の機体部

門では作業量の 32%を下請に出しており， 大型の飛行機で部品は 15， 000~

25， 000 種類 100， 000~150 ， 000 個に達するが， 下請を含めた部品の管理は，元

来生産体系が個別生産で設計されていたことに依る治具の不足と不統ーから

極めて不充分であり，多くの資材を浪費することになった。

生産を阻害した要因は，資材の不足が決定的だが，同時に生産機種がめま

ぐるしく変更され，その上各製作所に対する技術上の指令が，東京本社によ

るものと陸海軍から直接各製作所に指令されるものとが紛糾し，内部におい

て車L蝶を生む原因となった。

完成された航空機は陸軍機が各務原，海軍機が鈴鹿の航空廠に納入され

た。

三菱重工業の航空機の生産実績を検討してみよう。太平洋戦争期の航空機

生産数(表 28)では中島飛行機に一歩譲るが，生産重量の点からみれば第一
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図4 三菱重工業航空機生産雇用者数，月別発動機及び機体生産推移

エンジン

2，500 
(古)

2，000 

1，000 

労働者
2∞，∞oト1，ωo

(人)

100，000 

1941年 6月 '42 '43 '44 

出典〉前掲『現代史資料~ 39巻， 277-96頁より作成。

'45 

機体
40C機

300 

200 

100 

1) 太い実線は労働者数，細い実線は機体数，破線はエンジン生産数を示す。

表28 太平洋戦争期航空機生産

立 )1/

川崎

三菱

中島

1942 1943 1944 

え~
立川

1945 

生産者生産割合(%)

中島 28.0

菱 17.9 

JII l時 11. 8 

立 JII 9.5 

愛 知日 5.2 

日本飛行機 4.1 

九 チH 3. 7 

満 チH 3.1 

日本国際 3. 1 

}I[ 西 2.9 

日 立 2.6 

大 刀 洗 1.7 

官 士 1.2 

昭 軍日 0.9 

東京航空機 0.4 

出典〉前掲『現代史資料~ 39巻， 126頁。 陸海軍航空廠 3.8 
原典は U.S. S. B. S.，“Japanese Army 

Ordnance" 全国生産数! 69，888機
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表 29 太平洋戦争期戦闘機生産

臨海寧航空絞

満洲

生産 者 生産割合(%)

中 島 37.1 

立川 菱 23.0 

愛知 JII 崎 14.9 
川崎

愛 長1日 6.9 

立 JII 6.0 

}II 西 3.1 

三 菱 九 jトl 2.9 

満 外l 1.5 

陸海軍航空廠 4.4 

全国 生産 数 52，242機
中 島

1942 1943 1944 1945 

出典〉表28と同じ， 128頁。

位であった。

三菱重工業の機体生産(図 4)は， 1941年 1月の月産 70台から開戦後の

12月には 170台に達し， 42年 9月に 200台を突破してから生産は加速的に

増大し， 43年 12月に月産 405台のピークに達した。その反動で生産は一時

減退した。 44年 6月から 11月までは 375台前後にもち直したが， 労働者お

よび設備の疲労・疲弊がし、ちじるしく以降生産は 200機に満たぬ水準に落ち

込んだ。連合軍の海上封鎖は資材供給にとって決定的な打撃を与え， 日本軍

の航空機産業への集中的攻撃と 44年 12月の東海地方を襲った地震により，

三菱重工業の主力工場は大きな痛手を負いこれに工場疎開の混乱が加わり，

生産はジリ貧に陥った。

三菱重工業の航空機生産機数は，日本の航空機産業がピークに達した 1944

年半ば以前に生産のピークを終了した。 44年2月以降は中島飛行機の生産
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表30 三菱重工業タイプ別航空機生産 〔機〉

1 1蜘 1~lælæl@lül~I~IMI 必
戦 闘 機 27 110 306 294 355 402 705 1，119 1，638 425 

爆 撃 機 70 217 760 611 540 687 1，108 1，702 1，612 530 

{貞 察 機 2 82 56 181 719 228 366 567 755 195 

攻撃機小計 99 409 1，122 1，086 1，614 1，317 2，179 3，388 4，005 1，150 

その他共合計 105 411 1，124 1，155 1，689 1，397 2，241 3，545 4， 178 1， 163 

出典)u. s. s. B. S.，“お1itsubishiHeavy Industries， Ltd，" p. 26. 

の60%程度しか生産をあげえなかった。三菱重工業の生産シェアは 41年の

27.5%以降年々減少し， 44年には 14.8%，45年には 10%にまで低下した。

生産の拡大は中島飛行機と川崎航空機において著しく，また下位メーカーの

追いあげも急であった。 また 44年に生産の主力が爆撃機から単発の戦闘機

に移った事により戦闘機メーカーの量産は軌道にのったが，逆に三菱重工業

にとっては機種の変更が生産拡大の障害となった。

三菱重工業は様々な機種を生産しているので，単に機体数の面だけではな

く，機種生産重量の面からも見る必要がある。

機種別生産(表 30) のうち爆撃機は， 1940年と 44年に生産割合が 30%台

に低下したが， 常にほぼ半数をしめた。戦闘機は 44年に爆撃機を上回る生

産をあげたが，開戦前は全生産機数のほぼ 4分の 1，開戦後は 30%程度であ

った。偵察機は 40年に生産の 43%をしめたが，その他の年は 15%前後であ

る。

生産重量(表 31) は月産にして 1939年の 215トンから 44年第四四半期の

2，107トンにまで増大し， とくに 44年の 2月から 11月までの増加が著しい

が，これは戦争初期に計画された工場が稼動しはじめたからである。

工場の稼動率は 1940年にフノレ操業の状態に達した。 41，42年は 91%，43 

年は 82%であった。 44 年の第 1 四半期に，余力を全て投入し 94~広の操業度

に達したが，第2四半期以降，この反動から操業度は急速に低下した。

機体生産重量の点から見て，陸海軍の三菱重工業への航空機の発注は，工

場の最大生産能力を基礎として行われた。受注と生産は 1942年頃まで整合
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三棄をま重工業機体数度重量〈刃渡〉
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437 

622 

826 

1，076 
1，008 

1，212 

1，264 

630 

536 

369 

表 31

215 

320 

480 

680 

1，010 

1，147 
1，365 

1，736 

2，107 

1，337 

1，414 

1，271 

1939 

40 

41 

42 

43 

44 -

甘

説

明

出

即

日

I
立

滋

45 

出:ll1i:)u. S. S. B. S.，“Mitsubishi Heavy lndustries， Ltd，" p. 21. 

1) 1944-45年は留学裁の然綴で月産?と換算。

ら生産は受注に追いっかなくなった。

と工場疎開による生産能力の低下を実警捜して行われ，受

例年第443 していたが，

からは発注が，

産能と生産の主義は時とともに誌がるばかりで， 45年の第 3四半期には

生産実績は受注の 18%にすぎず， 生産体部カが受設の 60%程におちこみ，

は，壊滅的状態となった。

32)は， 1941年上期一杯月産 350台の水彩に

43年第4間半窮までの増加率は援体

しかしその後の増加は愈激でとくに 43年度

(留ム

あり 42年に入って 500i誌なこえたが，

と比較すると小さかった。

った。しいものすなわち軍寄省が設立された賞後の

タ3四半期にどこの生産強化は， たちまち反動を生み，

した後は機体部内需様後退した。

とも主力発動機発動機生産工場は陵海家の共需管理下にあっ

工場は事実上別工場であった。軍務'[)が要求した発動機は， 43年まし，

戦争

らず敗戦

43年以降 1，800で 14シジンダー， 1，000馬力前後であっ

末期には， 18シ予ンダー， 2，000高力のものを求めたが，

を追えた。
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表 32 三菱重工業発動機生産

名称|馬力[ 43 44 

金星 40型 1，000 陸海 1，228 951 801 

陸海
145 735 241 

瑞星 10型 900 368 622 290 

陸海
908 970 373 

火星 10型 1，350 1，671 1，288 150 

瑞星 20型 1，080 海陸
1，313 2，133 3，609 

ハ 104 1，900 海陸
42 95 2，098 

金星 50型 1，300 海陸 872 1，317 1，346 

海陸
3 

火星 220型 1，850 142 1，536 6，045 

海陸
15 60 1， 988 

金星 60型 1，500 1 602 

十三試に号 800 海陸 2 

海陸
2 8 7 

ノ、 211 2，200 4 4 

陸海
1 4 

ノ、 214 2，400 11 17 

海陸
3 

ノ、 50 3，100 

海陸
2，652 4，005 8，310 

メ口'-
4，075 5，732 9，238 

出典)W社誌11I三菱重工業株式会社概況」より作成。
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(台〉

45 

35 

145 

577 

103 

826 

634 
409 

40 
11 

1，396 
1，384 

重量に換算した三菱重工業の発動機生産能力(表 33) は 41年の 720万

ポント守から増大を続け，特に 44年には第四製作所(名古屋)の分工場の生

産が開始して生産能力が 3，172万ポンドと， 前年の 60%増に達した。 45年

には更に 3，768万ポンドの生産能力を持つまでに拡大した。

この生産能力を発動機当りの生産台数に換算すると， 1939年から 42年ま

での金星 40型(重量 1，240ポンド，地上 930馬力)では， 3，700台から 8，500

台と 2.3倍に増大している。現実の生産は， 39年の稼動率が低い為に 3倍近

い伸びを示した。 1943年以降の火星 10型(重量 1，600ポンド， 地上 1，310

馬力)に換算すれば，同年の 11，400台から 45年の 23，550台まで増大した。

通年の生産実績も 43， 44年には生産能力の 85， 88%と向上した。 しかし
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表 33 三菱重工業発動機生産能力

| 生産能力 | 表記発動機換算 I ~~(ß) I 
(千ポンド)I 生産台薮(台〉 |実績(台)I比(%)

1939 3，360 3， 700 金星40型1) 2，254 60 

40 4，960 4，000 金星40型 3，281 82 

41 7，200 5，800 金星40型 4，594 79 

42 10，560 8，500 金星40型 6，702 78 

43 18，240 11，400 火星10型2) 9，710 85 

44 31，728 19，830 火星10型 17，524 88 

45 37，6803) 23，550 火星10型 3，0684) 20 

出典)U.S.S.B.S.，“Mitsubishi Heavy Industries， Ltd，" p. 32. 

1) 金星40型は重量 1，240ポンド， 930馬力(地上〉。

2) 火星 10型は 1，600ポγ ド， 1，310馬力(地上〉。

3) 45年の生産能力は静岡工場を含む。

4) 8カ月聞を一年に換算。

表 34 太平洋戦争期各社飛行機エンジン生産

陸海軍航空廠 生産者 生産割合(%)

日本国際 菱 35.6 

中 島 31. 3 

日 立 11.6 

JII 崎 8.8 

石 JII 島 2.0 

中島
満 チ1'1 1.9 

愛 生日 1.5 

日 産 1.4 

日本国際 O. 7 

三重量
豊 国 0.1 

陸海軍航空廠 5.0 

全 国生 産数 116，577台

1942 1943 1944 1945 

出典〉表28と同じ， 129頁。
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1944年の春以降は，ノミノレブに使用するシリコンクロム鋼の供給が減少し， 12 

月には供給ゼロとなった。 シリコンクロムモリブデン鋼は 11月に， クロム

モリブデン鋼も 12月に供給されなくなった。加えて第四製作所への最初の

爆撃と地震の来襲が同じ 12月に起り，以降発動機の生産は急速に後退した。

発動機生産にしめる三菱工業の地位は，中島飛行機と共に圧倒的であっ

た。 1941年から 44年にかけて表 34のように，生産の 40%程度をしめ， 41-

45年を通しては 35.6%に達した。第二位の中島飛行機の両社で， 園内生産

の3分の 2を占める。

〔造船部門〕

造船業は航空機産業とならんで，軍事力の中核を構成するだけでなく，国

力を規定する海上輸送力を決定する産業として重要な地位をしめる。

太平洋戦争期の造船業は， 次のように概括できょう。「戦時造船の基本的

性格と規模は，作戦計画とからんで陸海軍の統帥部がその要請者であり，こ

れを計画にまとめあげる主管者は，軍備兵備を所掌した陸海軍の軍務局，兵

備局であった。」つまり， [""共栄圏」には約1，500万総トンの船舶が運航して

いたが， 日本の開戦時の保有高は 646万総トン，石油を除く物資動員計画輸

送量は約 6，000万トにこれに要する船腹約 300万総トンを確保し作戦を遂

行すれば，国力は維持できると見込んで，統帥部が作戦海域・船舶防衛・国

家戦備能力を考慮に入れ，商船及び艦艇の建造量を決定した。

平時においては船舶の建造も無論，船主と造船業者の自由契約による。国

際情勢が緊迫し，海軍力の増強が国是になると民間商船と艦艇の建造とが競

合し，両者を調整する必要が生まれた。従来商船の建造については，逓信省

管船局が建造申請に対する認可，監督，検査業務にあたっていた。しかしこ

れでは戦時に予想される計画造船に対する統制能力を期待できないばかり

か，般艇に対して何らの権限を持てないので，海軍が直接行政に介入するこ

とになった。そこで逓信省所管の造船業務の一部を海軍大臣に移した。 1941

年 12月に逓信省の外局として海務院(長官海軍中将)を設立し， これに水

運，船舶，造船，船員の統制を移管させた。 42年2月には，海軍の管理工場
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の詫間向けの 50M以上の鱗船と艦艇の競合調整及び主要資材の監替機が海

軍大院に移され，7月になると 50抵以上;の全ての鋼、船造船事業tこ拡大され44

7月には全ての鏡艇と木議船についても，海家大臣が掌握するにさ絞った。

当初海家は，民間商船にまで監督を拡大することに難色を示したという

戦争指導者でありかっ笑行者である海軍に商船をまかせることにより，

艦艇建造との競合を酉避させ，資材獲得を有利にすすめようというのが鴎係

るところとなり，この録的はかなり とし、う。

統1!lljを受ける{紛の造船業者な結集する為に逓信翁は 39

言ピ制定し， j条d100M 以上の船舶の造修設備をどもつ 14の業者に， 40年7月

させ， 50M以上 100M米満の設備をもっ業者は東北，関

東，関西，中国，九州の阪域ごとの造船協議会に合流さらせた。 42年 1月には

により，業界大手の 15業者と 5地区の造船協議会考察から

なる造船続制会を発足させた。

造船統制会は，海家艦政本部が離艇部門安掌主義している以J二，その活動は

制限されざるを得ないが，造船，資材の調整，船儲の決定等の経濃部門にお

いては，業績をのこした。

統制機構の整備と共に，船主である

S月のいわゆる「造船議会Jで

の採霧性の確保の為に， 42年

が改正された。その呂的

は戦時において民鰐船会社が，造船扱務の上昇と舗船料の高騰により，採算

関難に踊るのな防止し前大戦の経験から大量の船始を保有することの不安な

解消させる点にある。向「議会Jで皇室築設備雲間が商揺さと一括発設し，建造

後低価格で船主三に発却すること，船舶の大量生肢を突現する為の様機鉛の制

定者手を決めた。

産業設備雪印は，建造価絡と船主への先却鎖絡の差額を負扱することにな

ったが，この支出は 42年 318万丹， 43年 6，620万円， 44年2，049万p:J， 45 

年に 304万門に達した。船舶の喪失による藤主の負担を回避する為に，数府

が日本興業銀行及び市中金融機関に対し，船主への資金数資を命令でざる我

りにその代僚として貸間れによる金融機関の損失の7割を補嶺することにし
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たし，戦時保険制度，徴用船には軍からの補償金の支出があった。

このような船主に対する保護策とともに，過剰設備の保有に不安をもっ造

船業者に対しても， 以下のような保護策が実行された。統帥部は 1945年度

商船 120万総トソ建造を要求していた。艦政本部はこれを実現する為に，艦

艇の造修能力の拡大は海軍工廠が負担する事，民間商船の生産増強は，既存

設備の拡張を採用せず，新設造船所によるが，この建設は産業設備営団が行

い民間に経営を委託するという「官設民営」の方法を採用し，民間資本の負

担を軽減しようとした。

産業設備営団の建造した造船設備(造船及び造機工場)は圏内 49，海外1

カ所で投資額は， 6億 1，430万円に達した。これらのうち，量産の容易な E

型船 (800総トン程度の貨物船)の新設工場として，東京造船， 播磨造船松

浦，三菱重工業若松，川南工業深堀が艦政本部示達工場に指定され，川南工

業以外は海軍施設本部が建設し，のち産業設備営団及び業者に譲渡された。

新設の大造船工場としては， 日立造船神奈川，三菱重工業広島，浦賀船渠四

日市， 三井造船安芸津， 川南工業香焼島が年産 14~22 万総トンを目標とし

て42年末に建設に入った。 しかし資材供給が円滑に進まず， 一応生産にま

にあったのは，艦本四部の施設用資材の半分を投じた目立造船神奈川と三菱

重工業広島の二工場にすぎなL、。戦時中に各造船所は何らかの増強工事を行

い， 開戦時の商船建造能力年50万総トンが， 敗戦時には艦艇部門も商船建

造に投入したとすれば年260万総トンにまで拡大した。

次に実際の生産について見てみよう。

1942年度から初まった商船の計画造船は，次の三期にわけられる。

1. r42年度計画J(1942 年 4 月 ~12 月)，標準船が採用されるが，戦局に

対する楽観と前大戦の経験から，平時でも競争力を持つ経済的優秀船の建造

を計画。

II. r43年度計画J(42 年 12 月 ~44 年 4 月)，この時期は予期に反する膨

大な船舶の喪失に直面し，量産によって喪失量を補完することを唯一の目標

とし，資材を節約した第二次標準船の大量生産の時期。
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nI. 144年度計画J(44年4月~敗戦)， 第三次標準船が採用され， 量か

ら質への転換をはかるも，資材が欠乏し，生産が著しく低下し， しかも 44

年後半からは計画が目まぐるしく変更され，実質的な意味での計画造船の崩

壊期。

こうした計画造船の達成L 造船用資材が計画どおり調達できるか否か

が，決定的条件となっていた。造船部門は，物資動員計画中の生産力拡充部

門 (C2) のうち独立部門 (Bx) として取扱われた。これは所轄官庁が逓信省、

から海軍省に移された事を反映し，海軍の政治力をもの語るものである。

造船部門では作業を統轄した艦政本部自身が艦艇造修工場を持っており，

他産業の統制会のような物資の需給調整も行ったので，統制l機構の中央集権

制は，他産業に比べ著しく進んでいた。

物資の配給は，図 5のように，各造船所及び造機製造所が，決められた生

産計画に応じ各資材の時期ごとの需要量の明細を造船統制会に提出し，つい

で艦政本部において各社への資材の割当が決定され， グーポンが発行される

仕組みになっていた。発券物資の現物化や造船所聞の融通については，造船

所聞に造船資材活用協力会が組織されて処理した。

造船資材のなかでも圧延鋼材はその 70%をしめ，貨物船建造価格の 3割を

構成する。国内の鋼材使用量にしめる造船部門の割合(表 35)は， 日中戦争

期には 10%程度であったが， 太平洋戦開戦以降急激な上昇を示し 44，45 

年には 30%を超え， 造船と航空機の両部門で50%を占めるまでになった。

図5 造船用資材統制図

|造船所 1

需要量

(コ国→軍→;謀議院司
戸瓦雨空雲市開会Z|J 1Z : 子

|軍需省総動員局IJ枠

出典〉小野塚一郎『戦時造船所史Jl(日本海事振興会， 1962年)202頁。
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表 35 国内鋼材配 給 (千トンJ

I 1937 I 38 I 39 IωI 41 I 42 I必 I44 I必

(A) 陸 軍 267.3 488.7 629.5 745.3 1. 046.1 840.1 1.147.7 598.2 106.1 

(B) 海 軍 649.7 574.7 628.9 803.5 1.128.6 1.120.2 1.237.6 1.日58.5 149.5 

うち建艦 274.2 228.7 237.9 282.7 382.5 345.7 352.6 222.2 16.2 

(Bx)商船建造 360.7 326.6 338.9 240.6 371.5 535.6 919.5 1. 324.1 228.1 

(D) 航空機 214.6 263.6 280.4 367.5 482.6 484.7 558.6 960.7 138.0 

(C) 民 需 4.666.3 3.419.6 3.850.4 2.942.0 2.425.3 1.900.6 1.690.7 817.0 107.6 

メ仁〉l、 計 6.159.0 5.073.2 5.728.1 5.098.9 5.454.1 4.881.2 5.554.1 4.760.6 729.3 

造船用鋼材比(%) 10.3 10.9 10.1 10.3 13.8 18.1 22.9 32.5 33.5 

航空機鋼材比(%) 3.5 5.2 4.9 7.2 8.8 9.9 10.1 20.2 18.9 

出典)U. S. S. B. S.，“Coals and Metals in Japan's War Economy，" 1947， 
pp. 99-101. 

造船用鋼材のうちでも建艦向けは減少傾向にあり，商船向けのみが増大して

いる。造船用圧延鋼材は竣工六カ月前前渡しであったがこの計画生産と配給

の適正化の為に，艦政本部は，各需要者，製鉄所，造船統制会， 鉄鋼統制

会，鉄鋼販売統制組合を集めて鋼材会議を各四半期ごと，造船計画に重大な

変更があった場合に開催し，計画造船と鋼材生産が整合するよう生産計画を

たてた。しかしこうした生産計画も，戦争末期には需要と生産量が均衡を失

ってしまい，加えて陸上輸送が円滑を欠き，造船用鋼材は品種寸法等の点で

弾力性にかけると Lづ弱点が一度に表面化し， 45年に入ってから竣工高は急

速に低下した。

労働力は，図 6のような経路によって調達された。各造船所が艦政本部

(総務第四課)に要員要求を出し， そこで作業量を考慮、して査定される。 こ

れを兵備局が，海軍工廠，軍管理下にある他の民間工場からの要求と調整

し，さらに軍務局において兵員動員との調整後厚生省に要求が出される。厚

生省から府県庁に実際の動員量が指示されて，造船所に人員が割当てられ

た。

戦争末期には根こそぎ動員体制がしかれ， 1944年2月以降中学課程以上の

学徒の一年間常時動員 43年9月の未婚女子労働力活用の閣議決定をう

け 44年 3月に女子挺身隊への強制加入が実行され，兵力の動員強化によって
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図 6 造船労務動員計画図
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出典〉前掲『戦時造船史~ 180頁。

表 36 三菱重工業在籍工員 (1945年 6月〉

f動 者 % 

普 3m 工 266，913 74.5 

内|在籍工員 l 196，994 55.0 

訳 徴用工員 69，919 19.5 

特殊労務者 | 91，214 25.5 

女子挺身隊 10，136 2.8 

内 勤労報国隊 265 O. 1 

大学専門学校 8，542 2.4 

中 ρ'!'f-与ー 校 50， 599 14.1 

国民学校 2，254 0.6 

朝 鮮 人 13，749 3.8 
倖 虜 851 0.2 

訳 囚 人 2，971 0.8 

そ の イ也 1，847 0.5 

合計 358，四 100.0

出典〕三菱重工業社史編纂室綴刊『三菱重工業

株式会社社史JI(1956年)197頁。
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青年労働者の新既供給が不可能になった分の穴うめがこれらによってなされ

た。三菱重工業の在籍工員の内訳 (1945年 6月)をみても普通工員は 4分の

3で，のこりの 4分の lは学徒・女子労働力・植民地人民で占められている。

しかし戦争末期には熟練工の不足と空襲に伴う混乱，食糧不足による欠勤

が重なり，労働能率は極度に悪化した。三菱長崎造船所の 44年の月平均労働

時間 670万時間は， 45年 3月に 530万時間， 7月には 440万時間， 8月には

図7 月別商船竣工総額数

万総噸
30 

25 

20 

15 

10 

5 

出典〕前掲『戦時造船史jJ， 137頁。

1) 会計年度である。
2) アミ部分は油槽船竣工高。
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225万時間に低下している。一方アイドノレ時聞は欠勤，工事待ちにより 45年

に入って 200万時間をこえ， 2，3人にひとりは作業を行っていないのが現状

で， 8月にアイドノレ時聞が 440万時間に達し， 労務体制は完全に崩壊するに

至った。

次に建造実績をみておこう。

太平洋戦争期に建造された商船は， 336万7，637総トン， 月別竣工高は，

図7のとおりである。計画造船は， 実質的には 1943年度から初まったが，

計画を消化する為各年度末に集中した努力が投入され，各年3月の竣工量が

著しく高L、。また油槽船の割合は， 43年度 33.5%，44年度45.4%に登り，

油槽船の損耗を懸命に補わんとしている事がうかがえる。しかし油槽船の建

造は 44年度で打切り， 建造中のものも貨物船に急逮改造するなど， 計画自

体も混乱をみせ，竣工量は 45年度に入り急速に低下した。

一方艦艇の建造は，海軍の軍戦備計画の一環として決定されるが，太平洋

戦争中の海軍軍備支出のうち建艦費は， 16%程を占めた。海軍軍戦備で最も

要求されたのは，航空母艦を含む航空兵力である。開戦前後はついで、潜水艦

が求められた。 しかし 42年 6月のミッドウエー海戦にて空母4隻を一挙に

失ってからは航空母艦の建造に全力が注がれた。続いてガダノレカナノレ撤退

(43年2月)からは局地作戦用の各種小型艦艇， 43年夏からは補給と船団護

衛用艦艇が， 44年以降は航空母艦をはじめ大型艦の建造はもとより望むべく

もなく，岸沿防衛の為の小型艦艇及び特攻艇が求められた。

艦艇竣工高(表 37)は， 40年までの 10万排水トンに満たない水準から一

挙に 20万トンに増大し， 44年度には 47万排水トンまでに達した。しかし一

隻当りのトン数は 41年度の 4，600トンから 43年度には 1，600トンまで低下

し， 44年度には 2トン程度の特攻艇 (5，000隻)を製造するなど戦力的には

一層後退しているo

このように建造計画が，戦況の変化によってめまぐるしく変更された上

に，予想をこえる修理工事に追われ，建艦工事の進行は大きく妨げられた。

以上のような造船業の展開のなかで，三菱重工業の造船部門は，いかなる
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年 度 I 19 42 43 

(排水トン〉

45 44 I C4 ~7 月〉

表 37 日本海軍艦艇竣工高

戦 艦 64，000 64，000 

航空母艦 74，000 86，050 60，360 114，500 

巡 洋 艦 5，800 14，500 16，000 8，000 

駆 逐 艦 18，160 21，660 30，360 45，600 9，000 

i替 水 艦 21，930 26，676 49，016 53，560 14，930 

その他艦艇 41，269 41，106 74，330 246，742 42，762 

言十 225，159 253，992 230，066 468，402 66，692 

出典)The United States Strategic Bombing Survey，“Japanese Naval 

Shipbuilding，" (邦訳『現代史資料JI39巻， 330-1頁。〉

図8 三菱重工業新造船竣工高
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出典〕東洋経済新報社編干uw昭和産業史』第 1巻 (1950年)270頁より作成。

1) 実線は商船(総トン数)，破線は軍艦〔排水トン数〉を示す。
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ものであっただろうか。

(鎖的も， 1937年以降低迷していたが，計憾造船が

軌道に乗りはじめると とげた。 43年度?には 23万 4，000総ト人 44

年震には 46万7，000総トンを記緑したo 42 

るが，これは 38年に議工した戦駿武蔵が竣工した為であっ

4倍の工程を要する艦艇の建造は， 42 

その後半減した。

10万排水ト

してい

商船に比べ

したが，

る地位は，前大戦以降一貫して第一人者

であったが，太平洋戦争期には，ア{ホメ…カーの遣いあげをうけ，シエプは

低下しているo [gl9参限。
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図9 造問造船会社上位互五社主主ぎを推移

巨岩 毒長 民間幾重量

そ の 惣

)11陶工業

2三費をE重工業

1937 41 42 43 44 45 1937 41 42 43 44 45 

出兵〉幸吉潟?昭和産業ø:~第 1 毛色 270]変よち作成。
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表 38 霊祭主震ヱ業鏑綴綾ヱ実績

設5(宮古9)

総トン

304，252 
424，496 

1，124，210 
1，582，4号。
165，130 

3，600.578 

392，994 

194，708 
162，706 

115， 750 

48，202 

23，000 

937，360 

26.0 

出来〕潟水造船学会綴言昭和造船史JI~務工芝きく総務・戦時総)(H京芸書房，泌77 年)
13， 19-23叉より作成。

金主主造薬会会愛工絡は『戦時i務総æ~ 135-137真。

1) 三菱重工議選の各造船所の綾工高は41-45年の然針。

うち長崎議船所vi，5，000罵力， 1万総トンの TL室主治措艇

の生産に主力をおき;;その他積五輪送船などをピ手がけた。横浜造船所も，

3，000馬力， 5，000韓トンと 3，400馬力， 1 トンの TM，TL護池槽船を

7，000総トングラスの Aした。ーガ神戸造話所比 1，800

貨物船色その抱新設の若松造船所，高島造船所及び上海の江南造船所は中

小グラスの貨物船の生産にあたった。

従っ 、池槽器及び特殊船においては4鱗のジZ ア宏保って

L可ずこカ" しい貨物船部門では 15%のシ品 7にとどま

った。

商船の発注者の内訳(表 39)はB本郵船が 23%，その子会社の東亜

が2.1%， 7.0弘三菱汽船3.5%と 全 体 の
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表3告 主主義を澄工業商鉛会委工在宅〈船主別〉 〈総ト γ〉

受 注 允

日本郵童会

主支渡海運

議警務事

三選を汽船

飯野滋潔

日王室汽船

石原汽義芸

大義互蕗秀吉

そ の 他

会 計

8，749 

10，660 

81， 

ili~) Ir社誌3よ手作成。

35.5%をしめた。これは日

43 

37， 

15，4671 

15，590 

20，363 

5，14告

たように太平洋戦争期の語離は，

で、建造されたが日本郵船への

えていた為である。

15，467 2叶 1

50，204 7.0 

25，422 3.5 

46，3781 
lM24405i 1 

82，673 11.5 

51，323 10， 81，百26 11.4 

30，717 35，866 4.9 

20，668 9，958 36，368 5.0 

75，363 58，400 228， 310 31. 7 

343，453 112，383 721，117 100.0 

の40.6%に比べ低下しているO 既にのベ

の建造と産業設備営団による船主へ

きく， なとこ

船{船主標慾船につき一律に支払われたが， この点について令造船所の不満

はきかれなかったと言う。これは産業設備営問による一括発注であること，

建造締格の決定に各造船所の生産性を酪案しなかったが，作業量が多く，資

本の間転が早いうえに営団が，契約，怒工，進水，竣:にごとに船{闘の 4分

の1'irI巨礁に支払った務，機欝，補磯メ…カーへの前渡金も営闘が肩代り

し，金融篤から経営を，EE遣さそる事がほとんどなかったからマある。

しかし各造船所の龍力差が無視されたので，造船所聞の科務喜多に格差が生

表 40は 1944年 1月に行われた行政査察団(酷長・藻原銀次郎)が調

した主要船型民の::tな造船所の利鞘家で、ある。船体が大きくなるに従い科

潤率が潟くなるよう されているが，三饗重工業の各艦船所は科、調率の点

で譲位にたっている。これは三三菱重工業の主力造掛所が，技術者の費量と生

建設備の蓄積において他社より憐れていたからである。

次に船舶の?修理は，生産額からみれば 10%程を構成ずるにすぎないが，ド

ッグな長期tこ渡って し，労働力と資材をこれにさかざるを得なかっ
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造船所|建造叫時五幹|体若 手liiJS|吻

2 南I可|-A|;::! 叩31:::212

言井玉引 -B l ::;1 mo| 3-! ?; 
目立目 21-K1 31  7301 -1  2 

嬬

JJI 

播

菱長崎

磨

崎

538 
-TL 597 

620 

661 
679 

2，593 37 
7382) 2，544 23 

2，930 19 

2，593 45 

2，544 41 

川|南深堀 756 I 2， 285 I (ー)8

播磨松浦|二E 649 I 703 I 1， 0印 8

三菱若松--I 2，318 

出兵〉前掲『戦時造船史jJ229頁。原資料は 1944年1月の藤原銀次郎

らの行政査察時の調査による。
1) 一A，--Bは貨物船は各々 6，400， 4， 500総トン， ~K は鉱石

船5，500総トン， --TL，ーTMは油槽船で各々 10，000，5，200 
総トン。二Eは貨物船で870総トン。アルファベットの前のー，
二は第1次・第2次標準船を示す。

2) 原表のママ， しかし総トン当り建造価格は835円(同 230頁〉程
であるので， 738円はかなり低すぎる。

で，新造船工事に大きな影響を与えk。当時 50M以上の鋼船の船舶修理を

行っていた造船所は約 48カ所あったが，年間 30万総トン以上の修理能力を

もっていたものは，浅野船渠，三菱横浜・神戸，日立築港・因島，播磨，三

井玉野，三菱長崎の 8造船所に限られる。

船舶修理の実績についての資料を得られなかったが 43年 44年度の計

画修繕割当(表 41)から三菱重工業の修理能力を見てみれば，各年 180万総

トン程で国内修理能力の 4分の 1以上を有していた。三菱重工業と措抗して

いるのが目立造船所で，両社で圏内修理能力の半分以上をしめる。

船舶修理は， 占領地においても計画され 43年度の計画(表 42) では，

180万総トンに達し主。三菱重工業はこのうち，江南造船所(上海)，昭南造
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表 41 計画修繕割当高

1943 年度 1944 年度

隻 l 総トン数 隻 l 総トン数
数 (千総トン〉 数 (千総トン〉

三菱横浜 131 783 110 640 

神戸 140 837 105 650 

下関 180 350 

長崎 37 195 18 90 

三 菱 重 工 計 308 1，815 413 1，730 
(% 15.2 25.2 22.9 28.8 

日立造)船 559 1，971 415 1，725 
(% 27.6 27.4 23.0 28.8 

全国総〉計 2，022 7，200 1，803 6，000 
(% 100.0 100.0 100.0 100.0 

出典〉前掲『戦時造船史~ 290-295頁。

表 42 1943年度外地計画修繕割当

所 在 l修繕割当|所要男込|内 地 11所 在|修繕司当 l所要見込|内 地
I(千総トン)1鋼材(ν)1親工場 11m -n: 1 (千総トシ)1鋼材(トシ)1親工場

t 海 100 500 三菱長崎 パタピア 100 500 川崎重工

呑 港 500 2，500 三井玉野 マニフ 200 1，000 函館船渠

トラ v ク 50 250 横須賀 ラン
50 250 九州造船

シンガ
工廠 グーン

ポール 500 2，500 三菱神戸

スラバヤ 300 1，500 擦磨造船 言十 1，800 9，000 

出典〉向， 291頁。

表 43 1941-45造船所別建造艦艇

海 軍 工 廠 l 寺再手|比率(%)11 民 間|守Ft宇|比率(%)
内 r

呉 207，304 16.83 三菱長崎 187，550 15.23 

横 須 賀 186，550 15.14 川崎神戸 84，118 6.83 

佐 世 保 68，690 5.58 大 阪 59，614 4.84 

訳
舞 鶴 503，034 

播磨相生 53，360 4.33 
3.29 

三菱横浜 43， 793 3.56 

言十 40，84 藤 永 田 36，680 2.98 

出典〕前掲『現代史資料』第 39巻，
在鳥 見 36，330 2.95 

314頁。
訳 三菱神戸 36，140 2.93 

1)建造高は排水ト γ
|その他 191，162 15.52 

唱
'o

。
巧，
t
• 可

'
ム

内

Jつμ
可
白
ム 100.00 
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(進水ベース隻数コ

艦|掃海艇|水雷同敷設艇噂軒の他戦

三菱長崎 1 7 4 1 5 1 31 1 5 

JII 崎 5 6 1 5 47 11 2 5 

三菱倹浜 3 1 2 1 4 2 2 6 6 

三菱神戸 45 11 

浦 資 29 13 l 2 5 

井 6 31 7 2 5 l 2 

日 立 6 10 12 3 3 1 15 3 

播 磨 3 5 5 4 1 7 2 

石 JII 島 1 6 39 5 9 2 4 4 4 

日木鋼管 3 13 3 

藤 ラ}く 回 33 3 4 2 

表44 民間造船所における艦艇建造実績 (1924-45)

議|特務艦l駆逐艦|意義!潜水艦|海防艦|駆潜艇|砲般|巡洋艦|霊

泊
三重

由
由

(
H
O
O
ω
)

日本造船学会『昭和造船史』第一巻(原書房， 1977年)17頁。

この外にも日本海・浪速・新潟・ 111南・名村・佐野安・三菱下関・川崎泉州・大阪造船において建造された。

出典〉

1) 
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船所(シンガポーノレ)の経営を委託されており， 合計 60万総トン， 全体の

3分の lが割当てられている。

次に 1941年から敗戦までに建造された艦艇(排水トン数)は，表 43のよ

うに海軍工廠で 41%，民間で 59%が建造されているO

三菱重工業長崎造船所は，民間最大手で呉，横須賀の両海軍工廠と並び，

全建造量の 15%程度を竣工させた。その外横浜造船所が 3.6%，神戸造船所

2.9%， 下関造船所 0.2%と三菱重工の艦艇建造高は， 全建造高の 21.9%に

達する。

また艦艇のうちでも， 戦艦， 巡洋艦， 航空母艦等の大型艦の建造は表 43

のように，三菱長崎，JlI崎神戸，三菱横浜に限られた。潜水艦は三菱神戸，

川崎，三井，駆遂艦は主に浦賀，藤永田において建造された。

以上のように三菱重工業は，商船，艦艇で第一級の建造量を誇るだけでな

く，標準船及び機関の設計を担当し，図面を下位メーカーに提供するなど技

術的にも他社を圧倒していた。

機関の生産は大体各造船所で生産を行っていたので，生産量も造船高と相

関する。三菱重工業は，主に高出力の機闘を中心に生産をあげ， 合計 91万

馬力で全国生産馬力の 38.4%をしめる。

表 45 戦時標準船主機械生産

三 菱 重 工業
，馬 力 生産台数 合計馬力

生産台数 | 合計馬力

乙 100 10，000 66 660，000 48 480，000 

甲 50 5，000 180 900，000 60 300，000 

甲 25 2，500 96 240，000 24 60，000 

甲 12 1，200 125 150，000 60 72，000 

DRS 950 76 72，200 

ERS 425 550 233，750 

F 6 410 240 98，000 

380 60 21，600 

1，393 ¥ 2，393 2，375，950 192 i 912，000 

社l典〕前掲『戦時造船史~ 152-154頁より作成。
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〔機械生産〕

三菱重工業は，航空機造船部門にとどまらず，総合的機械製造メーカーで

あり，敗戦直後の資料であるが，特殊整理委員会の分割指令書には，重工の

生産能力(全国生産能力比)が記されている。これによると i(イ)新造船

23%，修繕船 22%，(ロ)発電用タービン 46%，発電用ボイラー 68%，(ハ)

エアブレーキ 50%，(ニ)炭車 21%，(ホ)蒸汽機関車 15%，電気機関車 18

%， (へ)自動車 2%Jの生産能力を有していた。

機械類の生産実績が明らかになるのは，長崎及び神戸造船所(表 46) に限

られるが， 神戸造船所では 42，44年に新造船生高を上まわっており， 44年

には生産高が 1億円をこえた。長崎造船所の 44年の製作品生産 3，500万円

のうち，船舶用主機主缶が 1，747万円のこりが陸上機械で、あった;

戦車等機甲車は，東京器機製作所において生産され，車輔部門は三原の専

用工場で 43年より生産が開始された。川崎機器製作所は艦艇用ディーゼ、ノレ

機関及び車輔の生産を行った。

三菱重工業は 1945年 6月，航空発動機の生産を分担させる為に三菱工作

機(資本金 1，750万円)吸収したが， 同社の工作機械の生産実績は， 表 47

のように， 3~4%のシェアにとどまっている。

表46 三菱重工業長崎神戸造船所生産高 (千円〉

1937 42 

長崎 新造船 129，979 

修繕船 3，321 

製 作品 14，361 

神戸 新造船 11，957 

修繕船 2， 742 6，691 

製作品 18，666 30，574 

43 

1，367 

15，008 

44， 702 

9，858 

40，222 

44 

151，607 

20，850 

35，542 

83，445 

9，706 

100，692 

45 

4 

82 

8 

57 

505 

小 計 3口臼何 2山 5判11 2ωO州31 4川 4 胤 2お86

(惨参考全社収入額〕パ! 刈判 乃郁6仇いω，1臼511 1，30叫 M判81 山

出典〉西日:本本重工業『三菱長崎造船所』統編， (1951年)82頁，新三菱重工業
『新三菱神戸造船所五十年史~ (1957年)81頁， Ii'社誌』各年版による。

1) 各造船所生産高と全社収入とは無論別の概念である。
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表47 7大工作機械メーカ一生産実績 (千円〉

1940 41 42 

ぷIコ、 数|価 格 "eコA 数|価 格 台 数 1価 格

目 立 精 機 775 8， 745 12，209 1，932 30，759 

芝 浦 工 機 4，127 10，624 145 16，459 

大 隈 鉄 工 2，112 13，327 14，190 1，661 15，402 

三菱重工業 1，107 9，348 1，009 9， 655 960 10，511 

池 貝 鉄 工 780 9，650 1，211 14，395 1，175 19，513 

大 日 本 工 機 444 6，278 601 10，447 616 14，463 

理 研 工 機 478 4，491 1，156 11，105 1，400 11，715 

計 55，966 7，021 82，625 7，891 118，822 

全 国 計 58，088 312，979 46，025 317，175 51，007 428，997 

1943 44 45 

ぷ口之、 格 合 格 ぷEコミ 数 l価 格

4到目 立 精 機 1， 766 38，907 56，692 309 4，553 

芝 浦 工 機 187 26，402 33，752 49 5，082 

大隈鉄工 1，459 19，895 2，406 31，902 210 3，577 

三 菱 重 工 業 2，013 16，819 2，956 31，587 174 1，512 

池貝鉄工 1，171 19，245 862 22，965 30 380 

大 日 本 工 機 783 21，167 844 22，338 65 1，333 

理研工機 1，946 13，349 3，674 21，139 772 3，017 

計 9，325 155， 784 15，254 220，375 1，6D9 19，454 

全 国 百十 60，134 602，913 53，844 723，378 7，242 127，284 

出典)u. S. S. B.，“The Japanese machine-building indutsry"， p. 28. 

原資料は精密機械統制会。
1) 順位は 1944年度の生産額による。
2) 三菱重工業は45年4月三菱工作機を吸収した。木表は同社生産額。

〔投資と資金調達〕

固定資本は 1943年に急激に増大し， この 1年だけで2億 5，000万円の増

加をみせた。太平洋戦争期の主な新設工場は表 48のとおり。

新設工場のうち航空機関係は， r兵器等製造事業特別助成法」に基づく官

設民営工場であり，造船関係は産業設備営団の建設後賃貸を受けたものが大

部分であった。造船関係では三菱神戸の工場拡張が海軍施設本部による官設

民営工場であった。その外，軍の示達による新設拡張工事があった。これは
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図 10 三菱重工業固定資本及び建設仮勘定

(億円)
8 

7 

6 

.5 

4 

3 

2 

出典)W社誌』三菱重工業貸借対照表より作成。
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軍が工事の目的，施設の能力，完成日を指示した工事で，資金と資材が優先

的に割当てられた。

戦時における新設拡張工事は大部分が国家資金によって賄われた為，資金

的にはほとんど圧迫を与えなかった。

社外投資のうち有価証券への投資は 1億 2，922万円 (1946年 4月20日現

在)に達するが，持株整理委員会の「明細表J(表49)によれば， 機械工業

へ 6，846万円，金属業へ 3，453万円とこの両部門で全体の 81.6%をしめる。

機械産業では日本光学(投資額727万円)， 日本建鉄工業(同 600万円)， 

池貝自動車(同 475万円)，大日本機械工業(同 391万円)，ヂーゼノレ自動車

(同 344万円)が主要な投資先であり， 一方金属業では， 現物出資である三
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表 48 三菱重工業新設工場(太平洋戦争期。

年 度 | 工 場 名 | 営業品目| 資 金

1942 水島航空機製作所 海軍航空機機体製作 兵器等製造事業特別助成法に基づく

熊本航空機製作所 陸軍航空機機体製作 兵器等製造事業特別助成法に基づく

静岡発動機製作所 作陸軍航空機用発動器製 兵器等製造事業特別助成法に基づく

広 島 造 船 所 商船 産業設備営団より借受け

広島機械製作所 艦船並びに陸上用機械 産業設備営団より借受け

43 三原車鞠製作所 車車両 自社資金

水島航空機製作所 陸軍航空機機体製作 兵器等製造事業特別助成法に基づく

名古屋発動機
研究，技術部門 自社資金研究所

目立造船
商船 買収 (670万円〉 自社資金

君島造船所

44 名古屋機器製作所 燃料噴射ポシプ 兵器等製造事業特別助成法に基づく

京都機器製作所 冷却式中空排気弁 兵器等製造事業特別助成法に基づく

若松造船所 商船 海軍施設本部建設

長崎造太船所田
尾工場

海防般 産業設備営団

茨城機器製作所 小型艦艇用高速機関 海軍示達工事

京都発動機製作所 発動機(火星〕 |兵問造事業特 別助 成時 づく

45 三菱工作機吸収 工作機 買収 (1，750万円〉 自社資金

出典)11三菱重工業株式会社史』工場編， 11社誌』より作成。

表 49 三菱重工業社外投資 (1946年 4月20日現在〕 (千円〉

副! 鉱 業|金 属 機 械 化 寸点主4ー

国 887 33，596 46，274 3，821 

海 外

官十 887 900 34，534 68，457 3，821 

業 運 輸 商 業 統制団体 メ口込 計

国 内 364 4，646 1，437 6，034 97，957 

海 外 4，627 500 28，248 

言十 364 9，273 1，437 6，534 126，205 

出典)特殊整理委員会編刊『日本財閥とその解体』資料編より作成。

菱製鋼(同 2，500万円)， 日本製鉄(同 412万円} が 注目さ れる。 その他化

学部門では日本電池(同 285万円)と，三菱重工業の投資はほとんど，部品

等の原材料の確保の為に取引先に対してなされている。
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国定資産 210，443 481， 707 271，264 払込資本金 240，000 500，000 260，000 

起 業 費 47，036 360，110 313，074 積 立 金 116，460 567，830 451，370 

有価証券 64，770 248，003 183，233 示リ 益 金 25，626 50，050 24，424 

半 製 ロロ口 728，015 2，092，108 1，364，093 社 債 25，500 15，500 A 10，000 

前 払 金 68，979 1，329，932 1，260，953 イ昔 入 金 66，200 1，253，588 1，187，388 

売 掛 金 54，175 526， 135 471，960 仮受・未決算 668，329 1，953，317 1，284，988 

現金・預金 83，541 158，136 74，595 支払手形 45，463 A 45，463 

そ の 他 21，731 A 21，731 未 払 金 46，445 325，336 278，891 

そ の 他 44，686 530，509 485，823 

メ口L 計 1，.278，690 5，196，130 3，917，MO ノ口』 計 1，278，690 5，196，130 3，917，440 
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出典)Ii社誌.H三菱重工業貸借対照表Jより作成。
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海外投資残高は 1億 6，090万円 (1946年 8月10日)に達する。明細は

不明，そのうち株式への投資は 2，800万円程で，従って大部分が現物投資で

あったと言える。海外の子会社投資は満州三菱機器(投資額 12，500万円)， 

台湾船渠(同 330万円九 朝鮮重エ業(同 238万円Jが主要なものであり，

外に占領地の満州車輔(同 200万円)，満州航空(同430万円)， 華北車輔

(200万円)がある。これを見ても投資は，造船，車輔，機械部門にほぼ限ら

れ，三菱重工業の投資の特徴をうかがう事ができる。

以上の投資に対して資金はし、かに調達されただろうか。表 50を見れば，

固定資本，起業費及び投資有価証券等の長期性資産がこの間 7億 6，700万円

増加したのに，増資及び内部留保の増加が7億 1，100万円と資産の増加に

5，000万円あまり不足をきたしている。今期は長期資金の不足を，社債発行

によらず，銀行からの長期借入金によって調達し， 45年 6月末で長期借入金

は2億 5，800万円に達した。

一方運転資金は，操業規模の拡大と滞貨による未完成品の増大により原材

料，半製品が 13億 6，400万円も増加した。軍需品代価の前払いは順調に行わ

れ，仮受金・未決算科目がこれにほぼ見合う 12億 8，400万円増加しており，

短期資金の運転には支障がないと言えよう。ところが原材料・下請けからの

仕入れ等に際し，仕入先に資金を前貸ししたので，この科目が敗戦末期にか

けて急増し，此間 12億 6，000万円の噌加をみた。 この資金は銀行からの借

入れで賄った。借入金は長短あわせて 11億 8，700万円増加した。従って戦

争末期にかけて短期資金は，銀行→最終製品組立部門→仕入先下請へと流れ

ていた事がわかる。三菱重工業のような製品の最終組立にあたった企業の長

期及び短期資金が銀行からの借入れに依存するようになった事に戦争末期の

特徴がある。

〔組織〕

三菱重工業はこれまで工場事業場の新設，廃止のたびに職制を改訂してき

た。そのため職制は本庖と各工場の聞で，相互の関連性をもちえなくなっ

た。しかも業務がますます増大するようになると統制上問題を生じてきた。
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そこで 1940年 7月に，本匝， 工場に統ーした職制を定め， 一定の範囲以上

の職名等の取扱を明確にした。この時の組織は図 11のように 8部 5課 11工

場を擁した。

41年 2月に最高経営層の業務が複雑多岐に渡るようになったので社長制

を敷き， 42年 8月には現場の業務遂行の迅速化をはかる為，代表権をもっ常

務取締役を神戸，名古屋，長崎に常駐させた。しかし各部の責任は完全に分

権化されておらず，時として各部聞に対立が生じた。 44年 1月に軍需会社の

指定をうけ，取締役社長元良信太郎が生産責任者として会社業務一切を代表

し，他の常務取締役は代表権を失った。

45年3月には，膨張した社内体制を整備し職制を改訂した。図 12のよう

に 17部 28工場1出張所と L寸膨大なものであり，現業部の拡大と共に管理

部門の強化が行われた。

26)この外に総資産額で三菱重工業を凌ぐのは，運輸・電力等の部門の南満州鉄道， 日

本発送電，東京電燈の三社である。三菱財閥系では鉱工業部門総資産上位 100社の

中に，三菱重工業(第2位〕をはじめ，三三菱鉱業 (9位)，三菱電機 (26位)，旭硝

子 (42位入日本化成工業 (64位)， 日本アルミニウム (72位〉の 6社を数える。

産業政策史研究会『わが国大企業の形成・発展過程JI(1976年)， 38頁による。

27)三菱重工業株式会社編刊『三菱重工業株式会社史JI(1956年)沿革編による。

28)軍管理については， 防衛庁防衛研修所戦史室『陸軍軍需動員』く2)実施編， (靭雲

新聞社， 1970年)56-7， 194-5頁参照，兵器工業会は， 通商産業省編『商工政策

史』第 11巻，産業統制， (商工政策史刊行会， 1964年)517頁による。

29)企業のなかには， 数部門にまたがって生産を行っているものがあり，表27の資本

金額の中に，当該企業の資本金が重複されて計算されている可能性がある。しかし

一応原表の'?'?とする。

30)防衛庁防衛研修所戦史室『陸軍軍需動員JI(2)実施編(朝雲新聞社， 1970年)689-

90頁。

31)近衛新体制運動については， w現代史資料JI44巻，国家総動員 2(みすず書房， 1974 

年〉を，経済新体制，統制会をめぐる経過については，中村隆英，原 朗 rw経済

新体制J1JC年報『政治学JI1972年， r近衛新体制」の研究， (岩波書庖， 1973年))

等をそれぞれ参考にした。

統制会については，近年柴垣和夫 rw経済新体制』と統制会ーその理念と現実一」

〔東京大学社会科学研究所『ファシズム期の国家と社会』第2巻，戦時日本経済，
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〈東京大学出版会， 1979年))の研究成果がある。そこでは統制会の本質を体制の

維持と金融資本の個別利害の調整の中に求め，分析の中心を金融資本におき金融資

本自身が体制の維持をはかりながら自己の蓄積をはかろうとする点に国独資体制の

成熟した姿を検出された。

これに対して私は，統制の主体としての行政権力，軍の国民統合能力に注目しつ

つ，統制会の意義と限界を明らかにしてみたいと考えている。

32)この項は前掲『商工政策史』及び朝日新聞社広肩・刊『昭和経済年史』昭和19年，

(昭和20/21年〉版を参照引用した。

33) United States Strategic Bombing Survey，“The Japanese Aircraft Industryぺ

〔邦訳『現代史資料』第 34巻太平洋戦争 5(みすず書房， 1975年)114頁〕。

34)向上邦訳， 117頁。

35)同上邦訳， 117頁から引用。

36) U. S. S. B.，“Mitsubishi Heavy Industries， LtdぺCorporationReport No. 1， 

1947， pp. 11-3 

37)日本機械学会『日本機械工業 50年J](1949年)， 970-1頁。三菱重工業のこの水準

をこえるものに川崎航空機(明石〉か 13.76kg，目立飛行機(羽田〕の 16.95kg， 

日本国際(平塚〉の 28.92kgがあった。

38)前掲『現代史資料J]39巻， 141頁。 1944年2月1日現在の数字だと思われる。発

動機部門は不明だが，業界全体では， 24%の作業が下請に固された。

39)前掲『日本機械工業 50年J]972-3頁。

40) U. S. S. B. S.，“Mitsubishi Heavy Industries， Ltd，" p. 9 

41)前掲『現代史資料J]39巻， 213頁。連合軍の工業目標に対する直接攻撃の爆弾投下

量のうち 47.8%が航空機産業へ， 29.8%が石油工業に対するものであった。

42)“Mitsubishi Heavy Industries， Ltd，" p. 22 

43)これは，三菱重工業の技術陣がタービンの排気装置の設計上の問題を解決できなか

った為で、あるという。 U.S. S. B. S.，“Mitsubishi Heavy Industries， Ltd，" p. 32. 

またターボ・ジェットエンジンの製作に失敗した。

44) U. S. S. B. S.， ibid.， pp. 32-38. 

45)小野塚一郎『戦時造船史J](日本海事振興会， 1962年)， 789頁。

46)防衛庁防衛研修所戦史室『海軍軍戦備J](2) (朝雲新聞社， 1975年)， 60頁。

47)向上， 383-91頁参照。

48) ~戦時造船史J]， 364頁。

49)造船統制会の役員は以下のとおり。

会長斯波孝四郎(三菱重工業会長)，理事長桑原重治(予備役海軍中将)，理事

総務部長湊三磨(造船連合会常務理事)， 同犠装部長蔭山金三郎(三菱重工

業顧問)，同管理部長 野村千助(川崎重工業)，同造機部長 木梨律馬(海軍少将)，
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同造船部長 岩井祐文(造船連合会常務理事〕と海軍と造船連合会，三菱， JII崎か

ら役員が出た。科学工業新聞社『統制会総覧11(1942年)146頁。

50) Ii'戦時造船史11，388-9頁。

51)向上， 228頁。産業設備営団については， 閉鎖機関整理委員会『閉鎖機関とその特

殊清算11(1954年)， 547-59頁参照。

52) Ii'閉鎖機関とその特殊清算11，549頁。因みに太平洋戦争期に行った造船施設の拡張

は約10億円程であったから， 拡張工事の 6害IJを産業設備営団が行った。([戦時造

船史11，266頁〉。造船施設以外の工場建設は，国内 156，海外35，金額にして 16億

1，451万円に達する。

53) Ii'戦時造船史11，264頁。

54)戦時標準船のねらいは，大量の船舶を急増することにあり，設計工数の節約，犠装

の簡易化，関連機器や部品の統ーと船殻工事を容易にするための構造の簡易化が採

用された。また熟練工の減少と素人工の増加から鋲接作業から溶接への代替，溶接

工法をとり入れたプロック工法が，新しい技術であった。日本造船学会『昭和造船

史』第1巻(原書房， 1977年)， 166頁。

55) Ii'戦時造船史11199-225， 177-99頁を参照。西日本重工業株式会社編刊『三菱長崎

造船所史11(続編)(1951年)， 83-4頁。

56) Th巴 UnitedStates Strategic Bombing Survey，“}apanese Naval Ordnance，" 

1945， p. 5. 太平洋戦争中海軍軍戦備のうち最大の支出は，航空兵力で55%，兵器

が29%であった。

57)前掲『昭和産業史』第1巻， 484頁。

58)日本郵船が太平洋戦争期に竣工させた船舶は， 戦前起工八隻， 標準船82隻の合計

89隻， 414，732総トンに達した。そのうち三菱重工業の建造は 204，634総 ト人全

体の 49.3%にあたる。日本郵船株式会社編・刊『七十年史11(1956年)， 688-91頁。

59)前掲『戦時造船所史11，228-9頁。

60)以下，向上， 283-302頁参照。

61)占領地において， 1，000総トン以上の船舶を建造したのは， 江南造船所(上海，三

菱)，九竜船渠(九竜，目立)，香港造船所(三井〉等がある。前掲『昭和造船所

史11，13頁。

62)標準船の設計は， 三菱長崎が， 2 A， 2 TL， 3 TL.3 TL貨， 4TL，三菱横浜が，

1 TM， 2TM， 4 TM， 三菱神戸が， 1K， 4B，三菱下関が 1Eを各々担当した。

標準船型は，雑船を除き， 29種設計され， 三菱はこのうちの 11船型の設計にあた

った。(前掲『戦時造船史11，116-7頁とじこみ表10)

63)長崎造船所の 1944年の新造船，修繕船，陸k機械の作業総時間数は，各々 4，030万

時間， 130万時間， 1，093万時間であった。(Ii'三菱長崎造船史』続編， 83頁。〕

64)三菱重工業の戦車生産高は，園内生産の 3分の 1に達し最大のメーカーであった。
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戦車及び機甲車車問生産占拠 (%) 

I ~~ I ~ I ~ I << I ~ 
各務 原兵器廠 2.91 2. 7 5.3 9.3 14.2 

三菱重工業 35.2 34.0 37.2 33.4 32.0 

日野重工業 O 14.0 19.4 12.3 16.4 

久保田鉄工所 7.4 9.8 5.8 10.3 9.9 

羽田製軌 6.5 8.1 6.0 7. 7 7.4 

そ 。コ 他 48.0 31. 4 26.3 27.0 20.1 
A口、 E十 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

出典)The United States Strategic Bombing Survey 

“Japanese Army Ordinance"， 1946. p. 13. 

65)従来三菱財閥では自社工場については自己資本によって建設しており，広島工場建

設の際産業設備営団の資金を導入することには，岩崎社長も最初反対したという。

『三菱重工業株式会社史J]， 73-4頁。

66) W戦時造船史J]， 270-4頁。

67) U. S. S. B. S.，“Mitsubishi Heavy lndustries， Ltd" pp. 9-10. 

68) W三菱重工業株式会社史J]，総務編による。




